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１ 総務省改訂モデルから基準モデル、統一的な基準へ 

  伊那市の財務書類は、平成１９年度決算から「総務省改訂モデル」により作成し、固定

資産台帳の整備に伴い平成２５年度決算から「基準モデル」により作成してきました。平

成２７年度決算は、総務省の要請に基づき「統一的な基準」により作成しました。 

  財務書類の作成方法は、複数の方式が混在しており、地方公共団体間の比較が容易に行

えないことなどから、総務省は、平成２８年度決算までに、すべての地方公共団体におい

て、固定資産台帳の整備と複式簿記の導入を前提として「統一的な基準」による財務書類

の整備を要請しています。 

  今後、各団体において「統一的な基準」による財務書類の作成が進むことで、同じ目線

で財務状況を比較することができます。伊那市の財政状況の特徴や課題を明らかにし、よ

り健全な財政運営につなげていきたいと考えています。 

  

  

２ 財務書類４表について 

（１）貸借対照表（ＢＳ） 

   貸借対照表とは、地方自治体が住民サービスを提供するために保有している財産（資

産）と、その財産をどのような財源（負債、純資産）で賄ってきたかが一目で分かるよ

うに一覧表で表したものです。 

 

 

   表の左側には、住民サービスを提供するための財産である「資産」を、右側には、将

来世代の負担となる「負債」と、現在までの世代が負担した「純資産」を表示していま

す。資産の合計額と、負債・純資産の合計額は一致し、左右がバランスしていることか

ら、貸借対照表は「バランスシート」とも呼ばれています。 

 

（２）行政コスト計算書（ＰＬ） 

   行政コスト計算書とは、民間企業における損益計算書にあたるものです。その年度内

に入ってきたお金は、道路や学校などの資産形成に充てられたものと、資産形成にはつ

ながらない（人的サービスや給付サービスなど）サービスに充てられたものとに分ける

ことができます。資産形成に充てられたお金の流れが貸借対照表に計上され、資産形成

につながらないお金の流れが行政コスト計算書に計上されます。 

借　　　　　方 貸　　　　　方

負　　　債

（将来の世代の負担）

純 資 産

（現在までの世代の負担）

貸 借 対 照 表 （ イメージ ）

資      産

（住民サービスを提供するための財産）



- 4 - 

 

   地方自治体の経常的コスト（人件費や社会保障給付費など）の水準と、それを受益者

負担でどの程度賄っているかを知ることができます。 

 

（３）純資産変動計算書（ＮＷ） 

   純資産変動計算書とは、貸借対照表の純資産の部に計上されているそれぞれの数値が、

当該年度でどのように変動したかを表した財務書類です。純資産は、市が形成した資産

のうち現在までの世代が負担した部分ですので、当該年度の純資産の変動額は、世代間

の負担の重さの変動を意味します。 

 

（４）資金収支計算書（ＣＦ） 

   資金収支計算書とは、一会計期間における市の行政活動に伴う現金等の資金の流れを、

性質の異なる三つの活動に分けて表示した財務書類です。 

 

財務書類４表の関係は、次のようになっています。 

 

 

 

 

  

財務書類４表の関係

貸借対照表

資金収支計算書

行政コスト計算書

純資産変動計算書

資 産 負 債

（純行政コスト）

本年度末残高

（うち現金預金）

本年度末残高

純 資 産 純行政コスト

経常収益
経常費用

財 源

（前年度末残高）

財源の調達

固定資産等の

変動（増加）

固定資産等の

変動（減少）財務活動収入 財務活動支出

投資活動収入 投資活動支出

（前年度末残高）

業務活動収入 業務活動支出

臨時損失

臨時利益
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３ 対象会計範囲 

（１） 一般会計等 財務書類 

   一般会計を対象としています。 

（２） 伊那市全体 財務書類 

一般会計等に加え、特別会計および企業会計を対象としています。 

（３） 連結 財務書類 

   市全体に加え、当市と関係する一部事務組合と広域連合、および第三セクター等を対

象としています。 

   

  以上を図示すると、下記のようになります。 

 

  ※平成２７年度は「統一的な基準」への対応時期の違い等により、第三セクター等、一部事

務組合・広域連合との連結は行っていませんが、２８年度決算には連結財務書類を作成し

ます。 

 

４ 作成基準日 

 作成基準日は、平成２８年３月３１日（平成２７年度末）とし、平成２８年４月１日か

ら５月３１日までの出納整理期間（３月３１日の年度末までに処理できなかった未収未払

を処理する期間）の収支は、上記の作成基準日までに終了したものとして処理しました。 

なお、各表中のカッコはマイナスを意味しています。 

 

 

 

  

伊那市の連結範囲

第三セクター等
伊那市振興公社
伊那市観光株式会社

一部事務組合・広域連合
伊那中央行政組合
上伊那広域連合
長野県上伊那広域水道用水企業団
長野県後期高齢者医療広域連合
長野県地方税滞納整理機構 ほか

連 結

国民健康保険特別会計
国民健康保険直営診療所特別会計
後期高齢者医療特別会計
介護保険特別会計
市営駐車場事業特別会計
簡易水道事業特別会計

水道事業会計
下水道事業会計
自動車運送事業会計

一般会計

一般会計等

市 全 体
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Ⅱ 一般会計等 財務書類 
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１ 一般会計等 貸借対照表 

 

 

  

（単位： 千円）

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債

事業用資産 長期未払金

土地 退職手当引当金

立木竹 損失補償等引当金

建物 その他

建物減価償却累計額 流動負債

工作物 1年内償還予定地方債

工作物減価償却累計額 未払金

船舶 未払費用

船舶減価償却累計額 前受金

浮標等 前受収益

浮標等減価償却累計額 賞与等引当金

航空機 預り金

航空機減価償却累計額 その他

その他

その他減価償却累計額 【純資産の部】

建設仮勘定 固定資産等形成分

インフラ資産 余剰分（不足分）

土地

建物

建物減価償却累計額

工作物

工作物減価償却累計額

その他

その他減価償却累計額

建設仮勘定

物品

物品減価償却累計額

無形固定資産

ソフトウェア

その他

投資その他の資産

投資及び出資金

有価証券

出資金

その他

投資損失引当金

長期延滞債権

長期貸付金

基金

減債基金

その他

その他

徴収不能引当金

流動資産

現金預金

未収金

短期貸付金

基金

財政調整基金

減債基金

棚卸資産

その他

徴収不能引当金

△ 17,341

1,932,046

188,144

-

△ 6,766

107,422,775

88,644,086 29,922,929

50,702,498 -

17,355,413 5,612,941

5,100

【様式第１号】

貸借対照表
（平成28年3月31日現在）

科目 科目

102,217,900 35,535,870

金額 金額

- 280,105

- 41,237

- -

- -

- -

4,006,777 -

63,266,982 -

△ 34,703,511 4,003,466

1,605,542 3,682,125

△ 1,126,070 -

- -

- 負債合計 39,539,336

-

297,364 106,305,910

36,539,117 △ 38,422,471

3,426,493

317,373

△ 171,133

82,172,267

△ 49,497,852

-

-

291,968

16,292,853

△ 14,890,382

166,438

143,850

22,588

13,407,377

1,937,146

-

660

11,298,768

1,737,426

9,561,342

-

5,204,875

1,140,147

74,920

441

純資産合計 67,883,439

資産合計 負債及び純資産合計 107,422,775

3,996,132

3,996,132

-

-

-



- 8 - 

 

（１） 一般会計等 貸借対照表について （前年度比較等） 

 

① 資産 

学校、道路、公園など将来の世代に引き継ぐ社会資本や、基金、投資など将来現金化す

ることが可能な財産など、これまでの行政活動で形成された資産の年度末現在の価値を示

しています。これまでに伊那市では、約１，０７４億円の資産を形成してきています。 

 

・事業用資産   ・・・学校、公営住宅など         約１５億円増 

  市民体育館メインアリーナ                   約５．８億円増 

  伊那北保育園、東春近保育園                 約１０．１億円増   

  伊那公民館                            約６．６億円増   

・インフラ資産  ・・・道路、橋りょう等の社会資本     約８億円減  ※減価償却で減が主 

  二条橋、日影沢線、南アルプス線                約１．５億円増  

・物品      ・・・現金や基金等以外の動産       約２．３億円減 ※減価償却で減が主 

 ・無形固定資産  ・・・デジタル道路地図、温泉採取権など  約１．７億円増 

・投資その他の出資・・・出資金、長期延滞債権、基金など   約３０億円増 

    ふるさと応援基金                      約２５．５億円増 

（単位：千円）

【資産の部】 平成27年度金額 構成比 平成26年度金額 増減
固定資産 102,217,900 95.2% 98,684,623 3,533,277

有形固定資産 88,644,086 82.5% 88,270,032 374,054
事業用資産 50,702,498 47.2% 49,205,831 1,496,667
減価償却累計額 -35,829,581 - -33,727,020 -2,102,561
インフラ資産 36,539,117 34.0% 37,424,151 -885,034
減価償却累計額 -49,668,985 - -48,059,490 -1,609,495
物品 1,402,471 1.3% 1,640,049 -237,578
減価償却累計額 -14,890,382 - -14,473,758 -416,624

無形固定資産 166,438 0.2% 0 166,438
投資その他の資産 13,407,377 12.5% 10,414,591 2,992,786

流動資産 5,204,875 4.8% 5,344,075 -139,200
現金預金 1,140,147 1.1% 1,245,480 -105,333
未収金 74,920 0.1% 94,451 -19,531
基金 3,996,132 3.7% 4,011,016 -14,884
その他の流動資産 -6,325 0.0% -6,871 546

資産合計 107,422,775 100.0% 104,028,698 3,394,077

【負債の部】
固定負債 35,535,870 33.1% 36,417,562 -881,692

地方債 29,922,929 27.9% 29,842,396 80,533
退職手当引当金 5,612,941 5.2% 6,575,166 -962,225

流動負債 4,003,466 3.7% 4,176,218 -172,752
1年内償還予定地方債 3,682,125 3.4% 3,867,944 -185,819
その他の流動負債 321,342 0.3% 308,275 13,067

負債合計 39,539,336 36.8% 40,593,780 -1,054,444

【純資産の部】
固定資産等形成分 106,305,910 99.0% 102,696,121 3,609,789
余剰分（不足分） -38,422,471 -35.8% -39,261,203 838,732

純資産合計 67,883,439 63.2% 63,434,918 4,448,521
負債・純資産合計 107,422,775 100.0% 104,028,698 3,394,077
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有形固定資産のうち、建物・工作物などの耐用年数のある資産の合計額は約１，６８３  

億円、その減価償却累計額は約１，００４億円で、約６０％（資産老朽化比率 P.20）が経

年で消費された計算になります。 

これらの資産を今後限られた財源で更新していくために、施設の統廃合等や長寿命化を進

めていく必要があります。 

 

② 負債 

資産を形成するための地方債の未償還額等です。将来世代の負担と言えます。 

  総額は約３９５億円あり、大部分は今後償還しなければならない地方債で、その年度末

残高３３６億円です。 

   

・地方債     ・・・地方債残高のうち、平成２９年度以降に償還が予定されている元金 

  ・退職給付引当金   ・・・本年度末に全職員が退職した場合の退職手当 

     旧伊那消防組合職員分の減、職員数の減等            約９．６億円減   

・１年内償還予定地方債・・・地方債残高のうち、平成２８年度に償還が予定されている元金 

 

③ 純資産 

資産合計から負債合計を差し引いた額で、これまでの世代が負担し、将来の返済や支出

の必要のない資産で、総額は約６７９億円あります。 

 

・固定資産等形成分 ・・・資産形成のために充当した資源の蓄積をいい、原則として金銭以外

の形態（固定資産等）で保有 

  ・余剰分（不足分） ・・・費消可能な資源の蓄積をいい、原則として金銭の形態で保有 

流動資産（短期貸付金及び基金等を除く）から負債（将来現金等支出

を見込む）を控除した額 

マイナスとなることが多く、その場合、基準日時点における将来の金

銭必要額を示している 
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（２）一般会計等 貸借対照表（市民一人当たり） 

 
   市民一人当たりの貸借対照表を作成してみると上記のようになります。一人当たり約

１５０万円の資産額で、借金（地方債等）は約４８万円となっています。 

 

 

（３）一般会計等 貸借対照表の経年比較 

資産について                 （単位：百万円） 

 平成 25年度 平成 26年度 平成 27 年度 

基準モデル 120,038 118,721  

統一的な基準  104,029 107,423 

※道路及び水路等の敷地 について、「基準モデル」では取得価額や再調達価額で資産計上していま

したが、「統一的な基準」では取得原価が不明なものや無償で取得したものは、備忘価格 1円で計

上することになりました。 

この結果等により、資産額は、平成２６年度の「基準モデル」と比較して約１４７億円減少しま

した。 

 

負債について                  （単位：百万円） 

 平成 25年度 平成 26年度 平成 27 年度 

基準モデル 41,949 40,564  

統一的な基準  40,594 39,539 

  

 

純資産について                 （単位：百万円） 

 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 

基準モデル 78,089 78,156  

統一的な基準  63,435 67,883 

（単位：円）

【資産の部】 金額 構成比 【負債の部】 金額 構成比
固定資産 1,475,070 95.2% 固定負債 512,805 33.1%

有形固定資産 1,279,191 82.5% 地方債 431,807 27.9%
事業用資産 731,669 47.2% 退職手当引当金 80,998 5.2%
減価償却累計額 -517,044 - 流動負債 57,773 3.7%
インフラ資産 527,283 34.0% 1年内償還予定地方債 53,135 3.4%
減価償却累計額 -716,755 - その他の流動負債 4,637 0.3%
物品 20,239 1.3% 負債合計 570,578 36.8%

減価償却累計額 -214,878 - 【純資産の部】
無形固定資産 2,402 0.2% 固定資産等形成分 1,534,062 99.0%
投資その他の資産 193,477 12.5% 余剰分（不足分） -554,461 -35.8%

流動資産 75,110 4.8% 純資産合計 979,601 63.2%
現金預金 16,453 1.1%
未収金 1,081 0.1%
基金 57,667 3.7%
その他の流動資産 -91 0.0%

資産合計 1,550,179 100.0% 負債・純資産合計 1,550,179 100.0%

平成28年3月31日の伊那市人口69,297人
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２ 一般会計等 行政コスト計算書 

 

 

  

 自　平成27年4月1日
 至　平成28年3月31日

（単位：千円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

【様式第２号】

行政コスト計算書

△ 25,841,621

-

9,707,177

-

508,232

1,651,544

3,626,826

370,308

5,710,043

10,937

376,894

8,157

243,984

27,493,164

15,007,318

4,873,378

3,972,397

280,105

7,106,186

3,660,642

1,708,081

金額科目

40,114

40,114

△ 26,130,983

329,476

7,382

313,936

-

-

1,143,312

426,763

290,580

30,944

105,239

12,485,847

金額を編集する場合は、

シート下部のグループを展開の上、
そちらの金額を編集してください。
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（１）一般会計等 行政コスト計算書について 

   行政コスト計算書は、１年間の行政活動のうち、資産の形成につながらない人的サー

ビスや給付サービスに要したコストで、企業の損益計算書にあたるものです。 

   

① 経常費用 

人件費、物件費、減価償却費が大きな割合を占めています。移転費用は他会計への繰出

金や市民のみなさんへの補助金・扶助費で約１２５億円です。 

   その結果、経常費用合計（総行政コスト）は約２７５億円になります。 

    

・退職手当引当金繰入額 ・・・前期末退職手当引当金残高と当期末残高の差額 

   ・その他（人件費）  ・・・議員報酬以外の委員報酬、職員の共済費など 

   ・物件費       ・・・委託料、消耗品、非常勤職員の賃金、報償など 

   ・支払利息      ・・・地方債の利子支払額 

   ・補助金等      ・・・負担金、補助及び交付金 

   ・社会保障給付    ・・・生活保護費などの扶助費 

・他会計への繰出金  ・・・特別会計等への繰出金 

 

② 経常収益 

使用料や手数料など約１７億円で、経常費用合計から経常収益を差し引いた純経常行政

コストは、約２５８億円です。 

 

   ・その他の業務関連外収益  ・・・雑入など 

 

資産除売却損や資産売却益などを差し引いた純行政コストは、約２６１億円で、これは

税収等で賄われるものです。 
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（２）一般会計等 行政コスト計算書（市民一人当たり） 

 

   市民一人当たりの行政コスト計算書を作成してみると、純行政コストは約３８万円で

す。 

 

 

（３）一般会計等 行政コスト計算書の経年比較 

 

純行政コスト                 （単位：百万円） 

 平成 25年度 平成 26年度 平成 27 年度 

基準モデル 22,650 23,332  

統一的な基準   26,131 

 

   平成２７年度はふるさと納税特典等で１，２０６百万円の増額になりました。 

※インフラ資産の減価償却費について、純資産変動計算書（「基準モデル」）から行政コスト計算

書（「統一的な基準」）に計上することになったため、１，６０１百万円増額になりました。 

 

 

 

  

（単位：円）
金額 構成比

経常費用 396,744 100.0%
業務費用 216,565 54.6%

人件費 70,326 17.7%
物件費等 140,081 35.3%
その他の業務費用 6,158 1.6%

移転費用 180,179 45.4%
補助金等 102,547 25.8%
社会保障給付 52,825 13.3%
他会計への繰出金 24,649 6.2%
その他 158 0.0%

経常収益 23,833 100.0%
使用料及び手数料 7,334 30.8%
その他 16,499 69.2%

純経常行政コスト 372,911
臨時損失 4,755 100.0%

災害復旧事業費 107 2.2%
資産除売却損 4,530 95.3%
その他臨時損失 118 2.5%

臨時利益 579 100.0%
資産売却益 579 100.0%

純行政コスト 377,087

平成28年3月31日の伊那市人口69,297人
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３ 一般会計等 純資産変動計算書 

 

（１）一般会計等 純資産変動計算書について 

   純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部に計上されているそれぞれの数値が、

当該年度でどのように変動したかを表した財務書類です。 

   一年間の市税などや国庫補助金などの財源が、純資産の増に充てられています。 

   無償所管換等については、県から取得した資産の増加分などです。 

このような増減によって貸借対照表にある平成２７年度末の純資産は約４４億円増加

しました。 

 

（２）一般会計等 純資産変動計算書（市民一人当たり） 

 

   市民一人当たりの純資産変動計算書を作成してみると、上記のようになります。本年

度純資産変動額にあるように、昨年度に比べて約６４千円純資産が増加しています。 

 自　平成27年4月1日

 至　平成28年3月31日

（単位：千円）

前年度末純資産残高 102,696,121 △ 39,261,203
純行政コスト（△） △ 26,130,983
財源 29,401,543

税収等 24,424,270
国県等補助金 4,977,273

本年度差額 3,270,560
固定資産等の変動（内部変動） 2,431,828 △ 2,431,828

有形固定資産等の増加 3,469,108 △ 3,469,108
有形固定資産等の減少 △ 3,940,762 3,940,762
貸付金・基金等の増加 4,423,036 △ 4,423,036
貸付金・基金等の減少 △ 1,519,554 1,519,554

資産評価差額 284,983
無償所管換等 892,978
その他 - -
本年度純資産変動額 3,609,789 838,732

本年度末純資産残高 106,305,910 △ 38,422,471

892,978
-

3,270,560

29,401,543
24,424,270
4,977,273

4,448,521

67,883,439

284,983

【様式第３号】

純資産変動計算書

63,434,918
△ 26,130,983

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

（単位：円）
金額

前年度末純資産残高 911,500
純行政コスト（△） -377,087
財源 424,283

税収等 352,458
国県等補助金 71,825

本年度差額 47,196
資産評価差額 4,112
無償所管換等 12,886
本年度純資産変動額 64,195

本年度末純資産残高 979,601

平成28年3月31日の伊那市人口69,297人
※前期末残高については平成27年3月31日現在の人口で計算しています。
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４ 一般会計等 資金収支計算書 

 

 自　平成27年4月1日
 至　平成28年3月31日

（単位：千円）

【業務活動収支】
業務支出

業務費用支出
人件費支出
物件費等支出
支払利息支出
その他の支出

移転費用支出
補助金等支出
社会保障給付支出
他会計への繰出支出
その他の支出

業務収入
税収等収入
国県等補助金収入
使用料及び手数料収入
その他の収入

臨時支出
災害復旧事業費支出
その他の支出

臨時収入
業務活動収支
【投資活動収支】

投資活動支出
公共施設等整備費支出
基金積立金支出
投資及び出資金支出
貸付金支出
その他の支出

投資活動収入
国県等補助金収入
基金取崩収入
貸付金元金回収収入
資産売却収入
その他の収入

投資活動収支
【財務活動収支】

財務活動支出
地方債償還支出
その他の支出

財務活動収入
地方債発行収入
その他の収入

財務活動収支

前年度末歳計外現金残高
本年度歳計外現金増減額
本年度末歳計外現金残高

本年度末現金預金残高

3,765,700
-

本年度資金収支額

5,223,531

△ 116,654

3,870,985

3,824,379
100,000
598,658

-
2,355,308

6,080,351
290,580

-

7,382

1,708,081

7,992,144

10,937

205,929

【様式第４号】

資金収支計算書

24,178,535
11,692,688

528,557

98,227
12,485,847
7,106,186
3,660,642

29,811,384
24,427,147
4,347,447

508,233

科目 金額

395
11,322

11,716

3,469,108

7,382
-

598,784

-

629,826
920,769

前年度末資金残高 1,245,085

本年度末資金残高 1,128,431

3,870,985
-

3,765,700

5,625,468

△ 5,636,836

△ 105,285

1,140,147

金額を編集する場合は、

シート下部のグループを展開の上、
そちらの金額を編集してください。
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（１）一般会計等 資金収支計算書について 

   １年間の資金の増減をⅠ業務活動収支、Ⅱ投資活動収支、Ⅲ財務活動収支に区分し、

３つの収支の財源がどのように調達され、収支の過不足が生じたのかを明らかにするも

のです。 

 

   業務活動収支は約５６億円の剰余が発生しています。 

   資産形成や投資・貸付金などの収支である投資活動収支は約５６億円不足となりまし

た。 

   市債の収支である財務活動収支は約１億１千万円不足となりましたが、これは地方債

発行収入が地方費の償還よりも少なかったことを示しています。 

 

   このようなことから本年度資金収支額は、約１億２千万円の赤字となり、前年度末資

金残高約１２億５千万円から差し引いて、本年度末資金残高は約１１億３千万円になり

ました。 

 

   ○業務活動収支 

   ・業務支出   ・・・行政コスト計算書の区分に対応した現金の流れ（キャッシュフロー） 

   ・経常的収入  ・・・純資産変動計算書、行政コスト計算書の区分に対応した現金の流れ 

 

   ○投資活動収支 

   ・投資活動支出  ・・・純資産変動計算書の区分に対応した現金の流れ 

   ・投資活動収入  ・・・純資産変動計算書の区分に対応した現金の流れ 

 

   ○財務活動収支 

   ・財務活動支出  ・・・地方債の元本償還支出に係る現金の流れ 

   ・財務的収入   ・・・地方債の借入に係る現金の流れを 
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（２）一般会計等 資金収支計算書（市民一人当たり） 

 

 

   市民一人当たりの資金収支計算書を作成してみると上記のようになります。約１６千

円の年度末現金預金残高があります。 

 

 

 

  

（単位：円）
【業務活動収支】 金額

業務支出 348,912
業務費用支出 168,733
移転費用支出 180,179

業務収入 430,197
税収等収入 352,499
国県等補助金収入 62,736
使用料及び手数料収入 7,334
その他の収入 7,627

臨時支出 107
業務活動収支 81,179
【投資活動収支】

投資活動支出 115,332
公共施設等整備費支出 50,061
基金積立金支出 55,188
投資及び出資金支出 1,443
貸付金支出 8,639

投資活動収入 33,989
国県等補助金収入 9,089
基金取崩収入 13,287
貸付金元金回収収入 8,641
資産売却収入 2,972

投資活動収支 -81,343
【財務活動収支】

財務活動支出 55,861
地方債償還支出 55,861

財務活動収入 54,341
地方債発行収入 54,341

財務活動収支 -1,519
本年度資金収支額 -1,683
前年度末資金残高 17,967
本年度末資金残高 16,284
本年度末現金預金残高 16,453

平成28年3月31日の伊那市人口69,297人
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Ⅲ 分析の視点  
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１ 主な財政指標 

（１）社会資本形成の世代間負担比率 

   社会資本等について将来償還等が必要な負債による形成割合をみることにより、社会

資本等形成に係る将来世代の負担の比重を把握することができます。 

   平均的な数値としては 15％～40％の間の比率とされており、数値が小さいほど将来世

代の負担が小さくなります。 

 

 

 

 

将来世代負担比率 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 

基準モデル 21.0％ 20.2％  

統一的な基準  23.5％ 21.7％ 

 

   平均的な数値の範囲内で、比較的低い数値で推移しています。「統一的な基準」では公

共資産額が減少したため（P.8）、数値は若干大きくなっています。 

 

 

（２）歳入額対資産比率 

   当年度の歳入総額に対する資産の比率を算定することにより、これまでに形成された

ストックとしての資産が、歳入の何年分に相当するかを表し、地方公共団体の資産形成

の度合いを測ることができます。 

   平均的な値は 3.0～7.0の間とされています。値が大きいほど、多くの資産を形成して

いることになります。 

 

歳入額対資産比率 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 

基準モデル 3.4 3.6  

統一的な基準   2.9 

 

   当市は約３年分の資産が蓄えられているということになります。 

   施設等を維持、管理する経費が多額になる可能性もあるため、計画的に行っていく必

要があります。 

 

  

 

歳入額対資産比率＝資産合計÷歳入総額 

社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率） 

          ＝（地方債残高＋未払金）÷（公共資産＋投資等） 
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（３）資産老朽化比率 

   耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのかを全体として把握するこ

とができます。 

   平均的な値は 35～50％の間の比率とされています。比率が高いほど老朽化が進んでい

ることになります。 

 

資産老朽化比率 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 

基準モデル 60.1％ 60.3％  

統一的な基準  58.7％ 59.7％ 

 

   当市の資産老朽化比率は、平均的な値よりも高くなっており、更新が必要な施設多い

ことがわかります。小中学校、スポーツ施設等の老朽化が進んでいます。 

これらの資産を今後更新していくために、施設の統廃合等や長寿命化を進めていく必要

があります。 

 

（４）受益者負担比率 

   行政コスト計算書の経常収益は受益者負担額であるため、経常収益の行政コストに対

する割合を算定することで、受益者負担割合を見ることができます。 

   平均的な値は 2.0％～8.0％の間の比率と言われています。値が大きいほど受益者が多

くの負担をしていることになります。 

 

 

受益者負担比率 平成 25年度 平成 26年度 平成 27 年度 

基準モデル 5.2％ 4.4％  

統一的な基準   6.0％ 

 

   平均的な範囲内にありますが、引き続き適正な負担となるよう、使用料・手数料など

の受益者負担の見直しを検討する必要があります。 

 

 

受益者負担割合＝経常収益÷経常費用 

 

資産老朽化比率＝減価償却累計額÷（有形固定資産合計－土地＋減価償却累計額） 
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（５）行政コスト対公共資産比率 

   行政コストの公共資産に対する比率をみることで、どれだけの資産でどれだけの行政

サービスを提供しているか（資産が効率的に活用されているか）を分析することができ

ます。 

   平均的な値は、10％～30％の間の比率とされています。値が大きいほど資産が効率的

に活用されていることになります。 

 

行政コスト対公共資産比率 平成 25 年度 平成 26年度 平成 27年度 

基準モデル 22.6％ 23.7％  

統一的な基準   31.0％ 

 

   公共資産額が減少したため、数値は若干大きくなっています。 

 

 

（６）プライマリーバランス 

   地方債の元利償還額を除いた歳出と、地方債発行収入を除いた歳入のバランスをみる

もので、値がプラスの数字であれば経費が税収などでまかなわれていることを意味して

います。 

   平成２５年度は土地開発公社の解散に伴い、第三セクター等改革推進債の借入を行っ

たため、プライマリーバランスが悪くなっていますが、それ以外の年度は黒字になって

います。 

 

 

プライマリーバランス 平成 25年度 平成 26年度 平成 27年度 

基準モデル －1,407,053千円 1,266,967千円  

統一的な基準   279,212 千円 

 

 

 

  

 

プライマリーバランス 

＝（業務活動収支（支払利息を除く））＋（投資活動収支） 

 

行政コスト対公共資産比率＝経常費用÷公共資産 
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２ 長野県 19 市及び類似団体との比較 

 

 

  

平成27年度　伊那市財政指標

類型 モデル
住民一人当た
り資産額
（円）

住民一人当た
り負債額
（円）

負債額
/資産額
（％）

住民一人当た
り純行政コスト
（円）

資産老朽
化比率
（％）

伊那市 Ⅱ-0 統一 1,550,179 570,578 36.8% 377,087 59.7%

平成26年度　長野県19市及び類似団体の財政指標参考比較（一般会計等 財務書類）

類型 モデル
住民一人当た
り資産額
（円）

住民一人当た
り負債額
（円）

負債額
/資産額
（％）

住民一人当た
り純行政コスト
（円）

資産老朽
化比率
（％）

伊那市 Ⅱ-0 基準 1,705,912 582,871 34.2% 335,265 58.7%

長野市 中核市 改定 2,393,119 458,170 19.1% 322,142

松本市 特例市 基準 2,823,172 417,398 14.8% 278,056

上田市 Ⅳ-1 改定 1,931,122 523,976 27.1% 323,974 50.8%

岡谷市 Ⅱ-2 改定 1,724,047 617,772 35.8% 334,583

飯田市 Ⅲ-0 基準 1,731,842 511,947 29.6% 326,099

諏訪市 Ⅱ-1 改定 1,637,397 602,020 36.8% 277,817 49.7%

須坂市 Ⅱ-1 改定 1,602,877 405,495 25.3% 316,801 54.0%

小諸市 Ⅰ-1 改定 2,045,457 404,317 19.8% 321,172

駒ケ根市 Ⅰ-0 改定 2,065,206 660,338 32.0% 349,468

中野市 Ⅰ-0 改定 2,030,767 491,318 24.2% 369,207 53.0%

大町市 Ⅰ-1 基準 2,657,797 1,670,568 62.9% 578,451 ※全体

飯山市 Ⅰ-1 ※未公表

茅野市 Ⅱ-0 改定 2,080,319 601,940 28.9% 341,402

塩尻市 Ⅱ-1 改定 1,977,475 501,516 25.4% 321,731

佐久市 Ⅱ-1 改定 2,332,968 550,213 23.6% 313,086

千曲市 Ⅱ-1 改定 1,775,129 507,225 28.6% 315,919 55.7%

東御市 Ⅰ-0 改定 2,250,186 774,067 34.4% 414,319 57.6%

安曇野市 Ⅱ-1 改定 1,663,323 483,069 29.0% 317,529 52.5%

2,023,784 598,012 29.5% 342,057 54.0%

愛知県田原市 Ⅱ-0 基準 3,676,594 503,293 13.7% 346,093

茨城県神栖市 Ⅱ-0 基準 1,600,583 257,466 16.1% 331,657 57.5%

群馬県富岡市 Ⅱ-0 基準 1,980,785 319,181 16.1% 286,862 54.9%

2,240,969 415,703 18.6% 324,969 57.0%

※各市HPをもとに、伊那市で独自に試算
※飯山市は未公表
※大町市は全体財務書類の数値
※各市の空欄はHPで確認できなかった数値

19市平均

類似団体・基準モデル４市平均（伊那市含む）
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（１）住民一人当たりの資産額 

    

   人口、産業構造、地価、普通会計の範囲などによっても変わるため、同規模の団体で

も大きくばらつきがあります。伊那市は、１９市平均、類似団体４市平均より小さくな

っています。 

 

（２）住民一人当たりの負債額 

 

   地方債残高が主なもので、伊那市は１９市平均を下回りましたが、類似団体４市平均

より大きくなっています。 

 

（３）負債額/資産額 

 

   資産額にしめる将来世代の負担（負債額）の比重をより簡易な方法で計算しました。

伊那市は１９市平均、類似団体４市平均より大きくなっています。将来世代の負担軽減

を図っていく必要があります。 

  ※その裏返しである“自己資本比率＝純資産/資産額”について、企業分析では 40％以上であれば優良とされ

ます。（地方公共団体はインフラ資産があるため数値は高くなります） 

 

（４）住民一人当たり行政コスト 

 

 

   経常的な行政活動の効率性を比べることができます。伊那市は１９市平均、類似団体

４市平均とほぼ同額になっています。なお、物件費の増加等により、平成２７年度は増

加しています。 

 

（５）資産老朽化比率 

   伊那市は、１９市平均、類似団体４市平均より大きくなっており、更新が必要な施設

が多いことがわかります。 

 

平成２８年度決算では、全地方公共団体に、「統一的な基準」による財務書類の公表が求め

られており、さまざまな指標を同じ基準で比較することができるようになります。  

負債額/資産額＝負債額÷資産額 

住民一人当たりの負債額＝負債合計÷住民基本台帳人口 

住民一人当たりの資産額＝資産合計÷住民基本台帳人口 

住民一人当たり純行政コスト＝純行政コスト÷住民基本台帳人口 
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Ⅳ 伊那市全体 財務書類 
  



- 25 - 

 

１ 市全体 貸借対照表 

 

（単位：千円）

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債等

事業用資産 長期未払金

土地 退職手当引当金

立木竹 損失補償等引当金

建物 その他

建物減価償却累計額 流動負債

建物減損損失累計額 1年内償還予定地方債等

工作物 未払金

工作物減価償却累計額 未払費用

工作物減損損失累計額 前受金

船舶 前受収益

船舶減価償却累計額 賞与等引当金

船舶減損損失累計額 預り金

浮標等 その他

浮標等減価償却累計額

浮標等減損損失累計額 【純資産の部】

航空機 固定資産等形成分

航空機減価償却累計額 余剰分（不足分）

航空機減損損失累計額 他団体出資等分

その他

その他減価償却累計額

その他減損損失累計額

建設仮勘定

インフラ資産

土地

建物

建物減価償却累計額

建物減損損失累計額

工作物

工作物減価償却累計額

工作物減損損失累計額

その他

その他減価償却累計額

その他減損損失累計額

建設仮勘定

物品

物品減価償却累計額

物品減損損失累計額

無形固定資産

ソフトウェア

その他

投資その他の資産

投資及び出資金

有価証券

出資金

その他

投資損失引当金

長期延滞債権

長期貸付金

基金

減債基金

その他

その他

徴収不能引当金

流動資産

現金預金

未収金

短期貸付金

基金

財政調整基金

減債基金
棚卸資産
その他
徴収不能引当金

繰延資産

358,800

△ 27,988

3,032,818

1,699,279

-

△ 19,060

-

【様式第１号】

科目 科目 金額金額

全体貸借対照表
（平成28年3月31日現在）

-

-

63,518,886

177,696,773 102,946,477

163,815,465 69,504,552

27,574,836

△ 34,855,962 7,726,935

1,605,779

6,782,949

50,809,619 -

17,362,421 5,867,089

4,006,777

560,754

-

-

-

374-

-

-

320,915

-

41,237

△ 1,126,093

-

181,959,241

- 20,706

負債合計

-

297,364

108,351,202

4,929

6,147,242

110,673,412

△ 4,481

-

-

-

3,675,285

△ 1,077,962

172,764,822

△ 107,496,339

-

-

25,351,610

-

-

-

△ 73,499,668

-

143,850

151,562

341,482

-

295,412

△ 20,696,966

1,704,379

5,100

13,585,896

422,785

11,550,045

1,737,426

660

441

3,996,132

9,812,619

-

7,437,274

3,996,132
-

-
4,157

資産合計 負債及び純資産合計 185,136,313

純資産合計 74,462,9012,266

185,136,313

金額を編集する場合は、

シート下部のグループを展開の上、
そちらの金額を編集してください。
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（１）市全体 貸借対照表について 

   一般会計のほか、国民健康保険や介護保険などの特別会計、水道事業や下水道事業な 

どの企業会計の財務書類を合算したものです。この合算に際しては、各会計間の取引を

「内部取引」として相殺消去（取引がなかったこととする処理）を行っています。 

 

   資産は一般会計等と比較すると約７７７億円多い約１，８５１億円を計上しています

が、これは水道事業の給水管や下水道事業の下水管がインフラ資産に計上されているか

らです。 

 

   負債は一般会計等と比較すると約７１２億円多い約１，１０７億円となっており、地

方債の残高が多くを占めており、地方債の残高は約７６３億円です。 

 

純資産は約７４５億円となります。 

 

 

（２）市全体 貸借対照表（市民一人当たり） 

 

 

   市民一人当たりに換算すると約２６７万円の資産、約１６０万円の負債があり、 

約１０７万円の純資産となります。 

 

  

（単位：円）

【資産の部】 金額 構成比 【負債の部】 金額 構成比
固定資産 2,564,278 96.0% 固定負債 1,485,583 55.6%

有形固定資産 2,363,962 88.5% 地方債 1,002,995 37.5%
事業用資産 733,215 27.4% 退職手当引当金 84,666 3.2%
減価償却累計額 -519,244 その他 397,923 14.9%
インフラ資産 1,563,577 58.5% 流動負債 111,505 4.2%
減価償却累計額 -1,076,203 1年内償還予定地方債 97,882 3.7%
物品 67,169 2.5% 未払金 8,092 0.3%
減価償却累計額 -298,670 その他の流動負債 5,525 0.2%

無形固定資産 4,263 0.2% 負債合計 1,597,088 59.8%

投資その他の資産 196,053 7.3% 【純資産の部】
流動資産 107,325 4.0% 固定資産等形成分 2,625,788 98.3%

現金預金 43,766 1.6% 余剰分（不足分） -1,551,241 -58.1%
未収金 6,101 0.2% 純資産合計 1,074,547 40.2%
基金 57,667 2.2%
その他の流動資産 -209 0.0%

繰延資産 33 0.0%
資産合計 2,671,635 100.0% 負債・純資産合計 2,671,635 100.0%

平成28年3月31日の伊那市人口69,297人
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２ 市全体 行政コスト計算書 

 

 

自　平成27年4月1日
至　平成28年3月31日

（単位：千円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

【様式第２号】

全体行政コスト計算書

科目 金額

337,029

13,515,887

43,324,569

20,312,339

5,433,601

4,386,964

6,972,236

1,384,342

6,069,720

△ 38,902,730

-

473,931

3,037,496

14,385

4,421,838

314,880

394,727

364,898

1,362,851

1,041,570

45,057

276,224

23,012,230

19,323,721

3,674,124

△ 39,216,204

7,382

313,936

-

43,580

51,424

40,114

11,311

-

金額を編集する場合は、

シート下部のグループを展開の上、
そちらの金額を編集してください。
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（１）市全体 行政コスト計算書について 

   一般会計等と比較すると約１３１億円多い約３９２億円になります。連結することに

よって人件費などの経常費用が増加しますが、水道料金や下水道料金は経常収益になり

ますので、収入も増えています。また、国民健康保険特別会計や介護保険特別会計の給

付費を連結したことにより、経常費用の移転費用の補助金等が約１２２億円増加してい

ます。他会計への移転支出は相殺し、０としています。 

 

 

 

（２）市全体 行政コスト計算書（市民一人当たり） 

    

 

   市民一人当たりに換算すると、約５７万円の行政コストがかかっています。市全体と

一般会計等を比較すると移転費用の補助金等が約１８万円増加しており、経常費用に占

める割合も、一般会計等で構成比２５．８％でしたが連結することによって４４．６％

に上がっています。 

（単位：円）
市全体 一般会計等 差

経常費用 625,201 396,744 228,457
業務費用 293,120 216,565 76,555

人件費 78,410 70,326 8,084
物件費等 195,043 140,081 54,962
その他の業務費用 19,667 6,158 13,508

移転費用 332,081 180,179 151,902
補助金等 278,854 102,547 176,307
社会保障給付 53,020 52,825 195
他会計への繰出金 0 24,649 -24,649
その他 208 158 50

経常収益 63,810 23,833 39,977
使用料及び手数料 43,833 7,334 36,499
その他 19,977 16,499 3,478

純経常行政コスト 561,391 372,911 188,480
臨時損失 5,266 4,755 511

災害復旧事業費 107 107 0
資産除売却損 4,530 4,530 0
その他臨時損失 629 118 511

臨時利益 742 579 163
資産売却益 579 579 0
その他 163 163

純行政コスト 565,915 377,087 188,828

平成28年3月31日の伊那市人口69,297人
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３ 市全体 純資産変動計算書 

 

（１）市全体 純資産変動計算書について 

   伊那市全体では純資産が約４５億円増加し、増加額は一般会計等とほぼ同額です。特別

会計、企業会計では前年度末からほぼ同額の純資産を形成しています。 

 

 

（２）市全体 純資産変動計算書（市民一人当たり） 

 

   市民一人当たりの純資産変動計算書を作成してみると、上記のようになります。前年

度に比べて約７万円純資産が増加しています。 

自　平成27年4月1日

至　平成28年3月31日

（単位：千円）

前年度末純資産残高 179,823,375 △ 109,881,209 -

純行政コスト（△） △ 39,216,204 -

財源 42,546,363 -

税収等 33,012,718 -

国県等補助金 9,533,645 -

本年度差額 3,330,159 -

固定資産等の変動（内部変動） 945,290 △ 945,290

有形固定資産等の増加 4,493,214 △ 4,493,214

有形固定資産等の減少 △ 6,514,858 6,514,858

貸付金・基金等の増加 4,486,487 △ 4,486,487

貸付金・基金等の減少 △ 1,519,554 1,519,554

資産評価差額 284,983

無償所管換等 905,593

他団体出資等分の増加 -

他団体出資等分の減少 -

その他 - -

本年度純資産変動額 2,135,866 2,384,870 -

本年度末純資産残高 181,959,241 △ 107,496,339 -

4,520,736

74,462,901

-

-

284,983

905,593

-

【様式第３号】

全体純資産変動計算書

69,942,166

3,330,159

余剰分
（不足分）

固定資産
等形成分

他団体出資等分
合計科目

△ 39,216,204

42,546,363

33,012,718

9,533,645

金額を編集する場合は、

シート下部のグループを展開の上、
そちらの金額を編集してください。

（単位：円）
市全体 一般会計等 差

前年度末純資産残高 1,005,003 911,500 93,503
純行政コスト（△） -565,915 -377,087 -188,828
財源 613,971 424,283 189,688

税収等 476,395 352,458 123,937
国県等補助金 137,577 71,825 65,751

本年度差額 48,056 47,196 860
資産評価差額 4,112 4,112 0
無償所管換等 13,068 12,886 182
本年度純資産変動額 65,237 64,195 1,042

本年度末純資産残高 1,074,547 979,601 94,946

平成28年3月31日の伊那市人口69,297人
※前期末残高については平成27年3月31日現在の人口で計算しています。
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４ 市全体 資金収支計算書 

     

自　平成27年4月1日

至　平成28年3月31日

（単位：千円）

【業務活動収支】
業務支出

業務費用支出
人件費支出
物件費等支出
支払利息支出
その他の支出

移転費用支出
補助金等支出
社会保障給付支出
その他の支出

業務収入
税収等収入
国県等補助金収入
使用料及び手数料収入
その他の収入

臨時支出
災害復旧事業費支出
その他の支出

臨時収入
業務活動収支
【投資活動収支】

投資活動支出
公共施設等整備費支出
基金積立金支出
投資及び出資金支出
貸付金支出
その他の支出

投資活動収入
国県等補助金収入
基金取崩収入
貸付金元金回収収入
資産売却収入
その他の収入

投資活動収支
【財務活動収支】

財務活動支出
地方債等償還支出
その他の支出

財務活動収入
地方債等発行収入
その他の収入

財務活動収支

前年度末歳計外現金残高
本年度歳計外現金増減額
本年度末歳計外現金残高

本年度末現金預金残高 3,032,818

8,480,216

9,752

8,910,244

△ 1,486,349

△ 6,162,141

395
11,322

11,716

6,915,049

1,041,570
199,024

23,010,278
19,321,943
3,674,124

4,423,757

45,161,767
32,883,580

【様式第４号】

全体資金収支計算書

14,211

37,465,230
14,454,952
5,791,527
7,422,831

科目 金額

205,929

46,123

3,887,830
-

598,658
-

2,748,103

158,113

598,784

3,058,791
739,180
11,677
7,382
4,294

前年度末資金残高 2,974,979

7,694,613

864,508
920,769

本年度末資金残高 3,021,102

6,915,049
-

5,428,700
5,428,700

-

本年度資金収支額

金額を編集する場合は、

シート下部のグループを展開の上、
そちらの金額を編集してください。
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（１）市全体 資金収支計算書について 

   業務活動収支は約７７億円の剰余が発生し、投資的収支は約６２億円の不足となりま

した。 

   市債の収支である財務活動収支は、約１５億円の不足となりましたが、これは借入額

よりも償還額の方が大きかったためです。 

   この結果、資金収支は約５千万円の剰余となり、前年度末資金残高約２９億７千万円

に加えて、本年度末資金残高は約３０億２千万円になりました。 

 

（２）市全体 資金収支計算書（市民一人当たり） 

 

   市民一人当たりの資金収支計算書を作成してみると、上記のようになります。 

   資金残高は前年度末とほぼ同額で、約４万３千円となっています。 

（単位：円）
【業務活動収支】 市全体 一般会計等 差

業務支出 540,647 348,912 191,736
業務費用支出 208,594 168,733 39,861
移転費用支出 332,053 180,179 151,874

業務収入 651,713 430,197 221,516
税収等収入 474,531 352,499 122,032
国県等補助金収入 122,375 62,736 59,638
使用料及び手数料収入 44,140 7,334 36,806
その他の収入 10,667 7,627 3,039

臨時支出 169 107 62
業務活動収支 111,038 81,179 29,859
【投資活動収支】

投資活動支出 128,581 115,332 13,249
公共施設等整備費支出 63,838 50,061 13,776
基金積立金支出 56,104 55,188 916
投資及び出資金支出 0 1,443 -1,443
貸付金支出 8,639 8,639 0

投資活動収入 39,657 33,989 5,668
国県等補助金収入 12,475 9,089 3,387
基金取崩収入 13,287 13,287 0
貸付金元金回収収入 8,641 8,641 0
資産売却収入 2,972 2,972 0
その他の収入 2,282 0 2,282

投資活動収支 -88,924 -81,343 -7,580
【財務活動収支】

財務活動支出 99,789 55,861 43,928
地方債償還支出 99,789 55,861 43,928

財務活動収入 78,340 54,341 23,998
地方債発行収入 78,340 54,341 23,998

財務活動収支 -21,449 -1,519 -19,930
本年度資金収支額 666 -1,683 2,349
前年度末資金残高 42,931 17,967 24,963
本年度末資金残高 43,596 16,284 27,312
本年度末現金預金残高 43,766 16,453 27,312

平成28年3月31日の伊那市人口69,297人


